
平
成

™
œ
年

˜
™
月

™
�
日
木
曜
日

(
号
外
第

™
Ÿ
™
号
)

官
報

ウ 支援措置
加害者が判明している場合、加害者からの請求については、「不当な目的」（住民基本台帳法
（昭和42年法律第81号）第12条及び第20条）があるもの又は同法第11条の２に掲げる活動に
該当しないものとし、交付しないこと又は閲覧させないこととする。
その他の第三者からの請求については、加害者が第三者になりすまして行う請求に対し交
付すること又は閲覧させることを防ぐため、住民基本台帳カード等の写真が貼付された身分
証明書の提示を求めるなど、本人確認をより厳格に行う。
また、加害者からの依頼を受けた第三者からの請求に対し交付する又は閲覧させることを
防ぐため、請求事由についてもより厳格な審査を行う。
エ 関係部局における情報の管理
加害者や加害者からの依頼を受けた第三者に対し、被害者等に係る情報を提供する事例が
見受けられるが、住民基本台帳の閲覧等の制限が設けられている趣旨を踏まえれば、閲覧等
の制限の対象となっている被害者の情報の取扱いについては特に厳重な管理が求められる。
このため、選挙管理委員会や国民健康保険、国民年金、介護保険、税務、児童手当等住民基
本台帳からの情報に基づき事務の処理を行う部局においては、閲覧等の制限の対象となって
いる被害者について、特に厳重に情報の管理を行うことが必要である。住民基本台帳担当部
局においては、これらの関係部局との連携に努めることが必要である。
国においては、住民基本台帳の閲覧等の制限が適切に実施されるよう、上記の事項につい
て、周知に努める。

^ 生活の支援
ア 福祉事務所
法第８条の３において、福祉事務所は、生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法
（昭和22年法律第164号）、母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）その他の法令の定
めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければな
らないこととされている。
福祉事務所においては、事案に応じ、児童及び妊産婦の福祉に関する事項の相談や必要な
調査、母子生活支援施設における保護の実施を行うとともに、生活保護が必要な者に対して
は、後述の点に特に留意して適切に保護を実施することが必要である。
イ 母子自立支援員
母子及び寡婦福祉法に基づき、母子自立支援員は、母子家庭の母又はこれに準ずる状態に
ある者の自立支援を図るため、就業についての相談や生活相談に応じるとともに、母子家庭
自立支援給付金や母子寡婦福祉資金貸付金、児童扶養手当に関する相談及び支援を行うこと
が必要である。
ウ 生活保護
生活保護制度は、保有する資産、能力等あらゆるものを活用しても、なお最低限度の生活
を維持することができない者に対して、最低生活費の不足分に限って保護費を支給するとと
もに、その自立を助長するものである。
支援センターにおいては、被害者に対し、事案に応じ、生活保護制度の適用について、福
祉事務所に相談するよう、情報提供等を行うことが必要である。また、福祉事務所において
は、被害者が相談・申請を行う場所や、被害者から生活保護の申請を受けて、扶養義務者に
対して扶養の可能性を調査する際の方法や範囲等に関し、被害者の安全確保の観点から適切
に配慮することが必要である。
なお、法による婦人相談所が行う一時保護の施設の入所者については、居住地がない者と
みなし、原則として当該施設所在地を所管する保護の実施機関が保護の実施責任を負い、現
在地保護を行うことが必要である。ただし、入所者の立場に立って広域的な連携を円滑に進
める観点から、都道府県内又は近隣都道府県間において地方公共団体相互の取決めを定めた
場合には、それによることとされている。
国においては、被害者に対する生活保護の適用について、保護の要件を満たす場合には適
切に保護を適用するよう、周知に努める。

エ 子どもとともに生活する被害者への支援
支援センターにおいては、被害者に対し、事案に応じ母子生活支援施設における保護の実
施、児童扶養手当の支給、母子寡婦福祉資金貸付金の貸付け、児童手当の支給等について、
情報提供等を行うことが必要である。
国においては、児童扶養手当について、児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）に規定

する婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）を
解消した場合及び児童扶養手当法施行令（昭和36年政令第405号）に規定する父又は母に１
年以上遺棄されている場合に加え、同令に規定する父又は母が保護命令を受けた児童につい
ても、一定の要件を満たす場合には支給が可能であることを含め、こうした措置が適切に行
われるよう、市町村等に対し周知に努める。また、児童手当については、加害者から受給事
由消滅届が提出されていなくても、一定の要件を満たす場合には被害者の請求に基づき支給
が可能であることを含め、こうした措置が適切に行われるよう、市町村等に対し周知に努め
る。

_ 就業の支援
被害者の自立を支援する上で、被害者の抱えるＰＴＳＤ等の障害、安全確保の問題など、被
害者一人一人の状況に応じ、被害者に対する就業支援を促進することが極めて重要である。支
援センターにおいては、被害者の状況に応じて公共職業安定所、職業訓練施設、女性センター
等における就業支援等についての情報提供と助言を行い、事案に応じ、当該関係機関と連絡調
整を行うなど、被害者の就業に向け、支援に努めることが必要である。また、被害者が生活に
困窮する場合には、生活困窮者支援制度と連携して支援を行うことも考えられる。
公共職業安定所や職業訓練施設においては、被害者一人一人の状況に応じたきめ細かな就業
支援に積極的に取り組むことが必要である。
子どものいる被害者については、本人が希望する場合、公共職業安定所等は、事業主に対し、
被害者が特定求職者雇用開発助成金、及びトライアル雇用奨励金の対象となり得ることを必要
に応じて周知し、制度を活用するよう働き掛けることが望ましい。被害者の職業能力、求職条
件等から職業訓練の受講の必要性が高いと認められる者に対しては、公的職業訓練の受講の
あっせんに努めることが必要である。
また、子どものいる被害者については、母子家庭等就業・自立支援センターにおける就業相
談、母子家庭自立支援給付金制度等の対象となり得ることから、支援センターにおいては、こ
うした制度の活用についても積極的に促すことが必要である。
都道府県等においては、婦人保護施設や母子生活支援施設等の退所者に対する就職時の身元
保証等、被害者の自立に向けた支援に努めることが必要である。
国においては、こうした支援が適切に行われるよう、関係機関に対して周知に努める。

` 住宅の確保
被害者の自立を支援するためには、被害者の居住の安定を図ることは極めて重要である。こ
のため、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112

号）に定める住宅確保要配慮者には、配偶者からの暴力の被害者が含まれ得るものであること
も踏まえ、都道府県及び市町村はこのような被害者が自立して生活することができるように、
受け皿となる住宅の確保に努めることが必要である。
また、支援センターにおいては、被害者に対し、事案に応じ、住宅の確保について情報提供
等を行うことが必要である。
国においては、被害者に対する住宅の供給の促進を図るため、関係機関に対して周知に努め
る。
ア 公営住宅への入居
公営住宅への入居については、国において、地域の住宅事情や公営住宅ストックの状況等
を総合的に勘案して、事業主体の判断により、優先入居の取扱いを行うことができることが
明らかにされているとともに、収入認定や保証人の要否について、被害者の実情を勘案して
弾力的に運用するよう事業主体に配慮を求めている。また、入居者資格のない者も含めて被
害者が公営住宅を目的外使用することができるようにするとともに、円滑な入居を可能とす
るため、当該目的外使用の手続を簡素化している。™
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